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減災に向けた防災情報の浸透・活用策について 

～自助、共助を進めるための具体的な公助の取組～ 

 

 「減災」の実現のためには、行政の取組である「公助」だけでなく、市民の皆様 

一人ひとりの「自助」と地域の助け合いである「共助」が欠かせません。 

そこで、自助・共助の取組を市民の皆様に浸透させ実践していただくため、全戸 

配布した「わが家の地震対策」を啓発ツールとして活用するほか、ホームページの 

改善、「町の防災組織」への支援などを実施していきます。 

また、教育委員会と連携した防災教育の推進や、地域の課題解決に向けた区の事業

を柔軟に実施できるようにするための支援、各種イベントを利用した啓発など、積極

的に取り組んでいきます。 

 

１ パンフレット『わが家の地震対策』を活用した啓発 

(1) 『わが家の地震対策』の作成・配布 

 日頃からの備えや発災後の対応に必要な情報だけでなく、想定震度等、身の回

りに潜む危険を知っていただくためのハザードマップを掲載したパンフレット

『わが家の地震対策』を作成しました。これを各家庭で常備し、減災行動を実践

していただきたいと考え、全戸配布しました。 

 

(2) 『わが家の地震対策』の活用 

 配布するだけにとどまらず、今後も引き続きこの冊子を利用して、最低３日分

の備蓄、災害時の身の安全、避難生活での注意事項といった掲載内容の浸透を図

ります。また、身の回りの危険性の確認をするなど家庭や地域における減災行動

を進める話し合いに活用していただくよう、様々な方法で利活用の促進を図りま

す。 

 

  【利活用促進のための取組】 

ア 区での活用 

・ 各地域で「わが家の地震対策」を活用した説明会を開催できるように、地

域向けのマニュアル等を整備し、それを基に地域で防災講習会を実施してい

ただきました。 

 

・ 自治会町内会が開催した、自助・共助の大切さを知るための防災に関する

勉強会に区の職員が出向き、参加者に持参していただいた「わが家の地震対

策」を教材として説明しました。 

 

・ 各連合町内会などで、「よこはま地震防災市民憲章」や横浜市地震被害想

定などのページを用いて、日頃の備えや発災直後の行動、新たな想定地震に

よる被害について周知しました。 
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イ 映像版の作成 

「わが家の地震対策」の映像版を作成し区役所窓口で貸し出せるようにして

おります。 

また、ケーブルテレビや区役所窓口等で放映し市民の皆様への内容の浸透を

図っているほか、ＷＥＢ上でも観られるようにするなど利便性の向上に努めて

います。 

 

ウ その他 

 市民の皆様が自由にダウンロードして活用できるように、ホームページに 

公開しているほか、各種イベントで「わが家の地震対策」の内容について、 

チラシ配布やパネル展示を利用し、啓発しています。 

 

 

２ ホームページを通じた啓発 

 現在のホームページでは、防災計画や条例、憲章、パンフレットなど、項目ごと

に閲覧できるようにまとめ、防災・減災のために必要な情報を盛り込んでおります。 

今後、他都市のホームページなども参考にしながら、市民の皆様が内容を理解し

やすいように、自助・共助・公助の視点で再構成するなどホームページの改善に 

努めます。 

 

 

３ 町の防災組織への啓発 

職員が地域へ防災指導する際の指針として「町の防災組織への啓発ガイドライ

ン」を 24 年度末に作成しました。今年度からは、これを基に、地域コミュニティ

を活かした共助を推進するため、区役所や消防署が地域に出向いて防災指導を行っ

ています。 

また、26 年３月には、「まちの防災 共助のススメ」というリーフレットを自治

会町内会等へ配布する予定です。今後、このリーフレットに沿った活動を、地域が

主体的に進めていただけるよう区役所や消防署が中心となって普及啓発していき

ます。 

 

 

４ 今後の取組 

 26 年度の新規事業である「共助推進事業」では、地域の防災活動をけん引する 

人材の育成を実施します。この事業は、防災・減災対策をより一層推進するために

「わが家の地震対策」に記載された内容について理解を深めていただくほか、それ

を地域に浸透していただくための、具体的な活動に繋げていくものです。 

また、地域における自助・共助の先進的な取組を全市に展開していくために、 

事例集等の発行なども予定しており、自助・共助の意識を地域全体に広める具体的

な取組などを、積極的に紹介していきたいと考えています。 



市立学校の防災教育の推進 

 

１ 防災教育 

  ◎学校防災のための参考資料（H25.3文部科学省）に「防災に関する基礎知識」と 

「防災に関する組織活動」を両輪にして児童生徒が体験的・実践的に知識を理 

解することで、地域の一員としての自覚や社会に参画していこうという態度を 

養う防災教育について示されている。 

○学習指導要領では、「体育･健康に関する指導」の中の「安全に関する指導」に 
 おいて、「防災に関する指導を重視し、安全に関する情報を正しく判断して安全

のための行動に結びつけるようにすることが重要である」とされている。 
○各教科等における安全に関する指導として、例えば、小学校の理科では集中豪

雨がもたらす土地の変化と自然災害、中学校の理科では地震発生のメカニズム

の学習や保健体育科の心肺蘇生法の学習などがあり、これらの他にも様々な教

科等で多様な学習活動が展開されている。また、避難訓練も防災教育の一環と

して行っている。 
 
２ 本市教育委員会における主な取組 

  ○平成 23年  7月 東日本大震災を受け「横浜市学校防災計画」改訂 

             

 

 

 

○平成 23年  9月 「横浜市学校防災計画」改訂に伴う各学校の防災計画見直し 

   

  ○平成 25年  4月 「横浜市防災計画」改訂を受け「横浜市学校防災計画」改訂 

 

○平成 25年  6月 第１回学校安全研修「津波からにげる」 

            

  ○平成 25年  8月 「横浜市防災教育の指針・指導資料」作成・配付 

 

  ○平成 25年  9月 第２回学校安全研修「消防局が実施する防災・減災指導」 

 

    ○平成 25年 10月 「よこはま地震防災市民憲章」の全校配付 

 

 ○平成 26年  1月 第３回学校安全研修「地域防災にかかわる実践提案」 

 

・防災リテラシーの育成 
・自助力・共助力の育成 
・人間としての生き方･いのちの大切さを考える力の育成 
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３ 「横浜市防災教育の指針・指導資料」の内容         【資料 1】参照 
                               【資料 2】参照 
４ 市立学校における具体的な取組例              【資料 3】参照 
（１）小学校 
   ○社会 「自然災害を防ぐ」 
   ○理科 「土地のつくりと変化」（火山・地震） 
   ○学校・地域・保護者が連携した防災教育 
   ○PTA や地域主催の防災キャンプへの参加 
   ○消防署と連携した定期的な避難訓練の実施 
 
（２）中学校 
   ○保健体育「傷害の防止」（心肺蘇生、災害への備え等） 
   ○理科 「地震の伝わり方、自然の恵みと災害」等 
   ○小中一貫ブロックで取り組む合同防災訓練 
   ○地域による避難所開設訓練への参加 
   ○消防署と連携した定期的な避難訓練の実施 
 
５ 今後の取組 

（１）教育委員会 
   ○「学校安全推進校」を方面別に小中各 1 校、計 8 校設置。 

地域と連携した防災訓練、小中で連携した防災への取組、指導資料を生かし

た指導の推進等を行い、その取組成果を各学校に情報発信 
   ○体験を伴う教職員の研修の推進 
 
（２）各学校 
   ○家庭・地域・関係機関との連携を図った防災訓練の推進 
   ○児童生徒の発達段階に応じた体験を伴う防災教育の推進 
 
 
 
＜ 参考資料 ＞ 
（１）「横浜市防災教育の指針・指導資料」 記者発表資料・・・・・・【 資料 1】 
（２）「横浜市防災教育の指針・指導資料」の一部抜粋・・・・・・・・【 資料 2】 
（３）各方面事務所ニュース ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【 資料 3】 
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横浜市民防災センターを活用した減災行動普及啓発について 

 

１ 横浜市民防災センターの開設 

 横浜市民防災センターは、市民防災研修の場として、展示施設、地震体験、視聴覚研修などを

通じ、防災知識の普及を図るため、昭和 58年 4月 1日に開設しました。 

 

２ 展示室の経緯 

(1)  開設時（昭和 58年）は「見て学ぶ施設」 

  「地震」・「火災」の二つに区分し、地震コーナーの地震や火災コーナーの煙道カプセル等を

体験し、それに対する知識を学ぶ展示構成となっていました。 

(2)  全面リニューアル（平成 7年） 

安全安心都市実現に向け、各種シミュレーター等の先端技術を導入した「総合的な防災実践

が体験できる施設」へ全面リニューアルしました。 

 

３ 現在行っている減災行動普及啓発の状況 

(1)  体験展示施設での学習 

展示は、「知る」「体験する」「備える」の３つのゾーンに分かれ、地震対策、風水害対策、

火災予防などを体験的に学べます。 

 

ゾーン 内容 主な展示等
「知る」 災害について基礎的な

知識を学ぶ
・災害劇場：風、熱を再現する体感装置と迫力ある大型映像
　　　　　　で、災害のおそろしさを知る
・たつまき、地震と地盤、地震と振動：模型で災害のメカニズ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ムを知る

「体験する」 災害を模擬体験して適
切な行動を学ぶ

・地震体験：大正関東地震、兵庫県南部地震、宮城県沖地震の
　　　　　　それぞれの揺れを体験
・煙体験　：有毒な火災時の煙を吸わないような避難方法を
　　　　　　体験
・暗闇体験：災害による夜間での停電時における避難行動を
　　　　　　体験

「備える」 日常的な備えから災害
時の心構えまで、被害
を最小限に抑えるため
の対策を学ぶ

・消火器の使い方：初期消火を実践できるよう消火器の操作方
　　　　　　　　　法を身につける
・高層住宅の地震被害：地震後の高層住宅の居室内模型を展示
　　　　　　　　　　　し、転倒防止の重要性を学ぶ
・なぜ必要？非常持出し：災害発生直後は、食料や日用品の購
　　　　　　　　　　　　入が困難であり備蓄の重要性を学ぶ
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(2)  研修、講習会 

  救命講習、新人社員研修、防災講演会などを企画、協力して実施しています。 

(3)  イベント等 

消防フェア、ふれあいコンサート、夏休みの子どもイベントなどを企画・協力して実施し

ています。 

（参考）来館状況 

 平成 23年 平成 24年 平成 25年 開館からの累計 

団体 団体数 726 775 702 19,494 

人数 23,626 23,999 24,075 806,138 

個 人 14,992 18,446 17,320 547,258 

来館者合計 38,618 42,445 41,395 1,353,396 

 

４ 課 題 

市内唯一の防災教育、体験施設でありますが、展示室を平成７年に全面リニューアルして以来

19年が経過し、設備等の老朽化も目立ち、 

・使用できないもの（通報訓練） 

・故障により一部撤去したもの（避難シミュレーション、食用油加熱出火実験コーナー等） 

もあります。 

また現在の展示では、自助・共助の啓発を推進するため、例えば、 

・横浜市で起こりうる災害やその被害の様子、特性を正確に学ぶ 

・家具の転倒落下防止など命を守るための備えについて具体的に体験しながら学ぶ 

・木造住宅密集地域火災など、地域の人が協力しなければ消すことができない共助について学  

 ぶ 

などのコンテンツが不足しています。 

 

５ 再整備 

現行施設では、火事や地震が発生したときの対応を学ぶことが中心となっていますが、上記の

課題を解決すること、そして、東日本大震災を教訓として、市民の皆様に自助・共助の取組を実

行していただくことにより、市民及び地域の防災力を向上させ、地震防災戦略の減災目標を実現

していく必要があります。 

このため、よこはま地震防災市民憲章を具現化し、自助・共助の普及啓発を推進する中核施設

として、この市民防災センターを再整備することとしました。 

平成 25 年度は、再整備のための基本設計を行っています。（別紙参照） 







横浜市民防災センター再整備 について 

施設展開（案） 

自助エリアの体験を振り返るとともに

大空間を活用して共助を学ぶ 

●放水体験 

」 

基本方針 

□ 「自分が生き残る」「周りの大切な人たちの命を守る」ための行動を身につけられる   

  よこはま地震防災市民憲章を周知し、自分と家族を守り、地域で助け合っていくために必   

 要な行動について学び、知識だけではなく、具体的な行動を体験、習得できる機会を設ける。 

□ 横浜市の特性について理解を促す  

   横浜市で起こりうる災害被害の様子、特性を正確に伝え、災害は自分の身にも起きるとい 

  う意識を高める。自分でとらなければならない行動、備えておくべきこと（減災行動）について 

  理解を深める。 

□ 幅広い世代、ニーズに対応した実践的なプログラムを提供する 

   来館者の年齢、属性、ニーズに合わせた具体的で実践的な体験プログラムを提供する。 

特 長 

自助行動を中心に学習・体験 自 助 エ リ ア  

共 助 （ 屋 内 ） エ リ ア  

共助等の実践的な体験 
・実際の炎の熱を体感しながら行う消火訓練 

・地域防災拠点の資機材を使った救助やトイレ設営等の訓練 

共 助 （ 屋 外 ） エ リ ア  

・ワークシートを活用し、体験を振り返る 
・クロスロードなどの共助に関するワークショップ、 
 救命講習などを開催 

●実大避難所運営ゲーム(HUG) ●屋内消火栓・初期消火箱の操作体験 

専 門 エ リ ア  

より専門的な研修等による 

知識の習得 

・防災の指導者のためのセミナー 

・消防職団員、防災センター要員、自衛消 

 防隊員等のための研修 

・防火防災管理者講習等の開催 

 

●災害図上訓練（ＤＩＧ） 

 

 

煙の特性を知り、避難行動を学ぶ 

煙はこわい！ 

・煙の視認性を体験 
・適切な避難行動 
・防火シャッターを体験 

□ 横浜市民（法人を含む） 

   ・地域特性や被害予測を知り、災害への備えを実行している。 

   ・災害時に自分の命を守ることができる。 

  ・地域防災のリーダーが育っている。 

□ 子ども 

   ・知識を身につけることにより、将来の横浜の安心を担う力が育っている。   

   ・災害に対する不安を素直に表現し、大人に行動を促している。 

自助・共助の取り組みによる市民及び地域防災力の向上 
減災目標の実現 

１Ｆ 訓練室（645㎡） １，２Ｆ 展示室（580㎡） 

１Ｆ 研修室（105㎡） 

沢渡中央公園 

～再整備コンセプト～ 

「自分の命を守る」自助意識 

「お互いに助け合う」共助意識の啓発と 

その行動を起こすことができる人を育成する場 

自助エリア 
共助（屋内） 

エリア 
共助（屋外） 

エリア 
専門エリア 

自助行動を中心

に、減災行動への

第一歩を体験 

自助体験を振り

返るとともに、共

助行動について

学ぶ 

実際の災害時に

とるべき行動を実

体験し、確実に身

に着ける 

より専門的な知識

や情報を習得し、

減災知識、行動

力を高めていく 

すべての来館者 団体 ニーズにあわせて ニーズにあわせて 

（共助(屋内)エリア） （自助エリア） 

（専門エリア） 

（共助(屋外)エリア） 

●自助体験の振り返り 様々な防災情報の提供 

・体験の振り返りや防災Q&A 
・防災情報Ｅメール登録など 

緊急時の情報伝達方法 
について知る 

・119番通報 
・災害伝言ダイヤル171 
・津波警報伝達システム 

災害発生時、自分の街でどんなことが起きる
のか、想定される被害やその特性を伝える 

YOKOHAMA緊急情報 

・ハザードマップを 
 3DCGで表現 
・横浜の地形の変遷 

YOKOHAMA災害タイムマシーン 

臨場感あふれるシアターで横浜に起こりうる
災害を想像 

・過去と未来の災害を想定したストーリー 
・映像、照明、音響の組合せで怖さを演出 
・正面と左右にスクリーン、床面に津波・液状化を演出 
・座席数45（１クラス分） 

3次元地震動シミュレーター 

自分の住まいの地域、建物等の揺れや被害
を具体的に体感 

・3次元振動、映像、音響の組合せで「地震」を再現 
・震度階（地域）ごとの揺れや長周期地震動 
・戸建て住宅から超高層など様々なシチュエーション 
・大人10人程度が一度に体験 
・家具類転倒・落下実験 

地震発生から停電までの流れを体験し、
身を守る行動を学ぶ 

地震が来るぞ！ 

・テレビからの緊急地震速報 
・地震発生までの行動 
・地震発生時の身の守り方 
・停電時の暗闇からの避難 

家具類の転倒・落下防止を体験し、 
家庭での減災行動の実践を促す 

備え！ 

・実物大の家具 
・自分で固定、効果確認 
・効果的な転倒・落下防止の展示 

・住宅用防災警報器等 
 の作動 
・火災の熱さを体感 
・大声で周知 
・消火器による初期消火 
・火災に対する備え(感震 
 ブレーカー等)を学ぶ 
  

火災発生時の行動を実際に体験し、学ぶ 

火事だ！ 

自分と家族の 

命を守る 

●地域防災拠点の資器材取扱い 

効 果 

 ・いつでも誰でも防災・減災を学ぶことができる。  

 

 ・他では体験できないリアルさで、防災・減災の行動 

  を気づき・考えてもらうことができる。 

 

 ・横浜駅に近く、公園と一体で市民が利用できる施 

  設であり、平常時だけでなく、災害時の帰宅困難者 

  一時滞在施設としても有効に活用できる機能を有し 

  ている。 

[ 内 容 充 実 の た め に ]  
 

□ ハードのみならずソフトを充実 

  ・来館者のニーズに合わせた複数の 

   プログラムを用意 

  ・習得度に応じ職員が適切にアドバ 

  イス 

  ・セミナーなど年間を通して開催 

●救助体験 

＊沢渡中央公園の再整備（神奈川区・環境創造局）と連携 

 

□ ＮＰＯ法人、企業など民間活力と 

  の連携 

  ・質の高い知識・技術やサービスの 

   提供 

   ・最新の防災用品等の紹介や普及等  

運 営 面 の 工 夫  

別 紙 
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横浜市防災計画「風水害対策編」及び「都市災害対策編」の修正について 

 
 
 
 
 
 
 
１ これまでの経過 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 

          

 
２ 各計画の主な修正内容等 

 (1) 「風水害対策編」の修正 

ア 災害対策基本法の改正に伴う修正 
 

① 市民等への情報提供及び広報の手段として、ＩＣＴ技術等を活用した手段を追加 

・避難に関する情報などを市民に確実に伝達できるよう、従来の広報手段のほか、ソ

ーシャルネットワーキングサービスや緊急速報メール等を追加 

・市の情報収集・伝達手段の整備についても多重化・多様化を図り、複数の手段を活

用した情報受伝達体制の整備について規定 

② 「屋内での待避等の安全確保措置」の指示の発令を明確に規定      など 

・ 屋外に出るとかえって危険な状況となる場合に実施 

・ 避難勧告等と同様、市本部長又は区本部長が指示を発令 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

防災計画「風水害対策編」及び「都市災害対策編」について、災害対策基本法等の法

改正、国の指針等の改正内容等の反映や、本市においても富士山等で大規模な噴火が発

生した場合、火山灰による影響が予測されていることから、火山災害対策を防災計画へ

新たに位置付けるなどの修正を行いました。 

横
浜
市
防
災
会
議 

火山災害対策検討会（計４回開催） 

市
民
意
見
募
集 

修正内容の検討及び庁内調整 

関係機関等
意見照会 

修
正
案
作
成 

関
係
機
関
等 

最
終
確
認
照
会 

危
機
管
理
推
進
会
議 

市
会
報
告 

減災対策推進特別委員会資料 

平 成 2 6 年 ２ 月 1 0 日 

総 務 局 

市
会
報
告 

屋外(避難場所等)への避難指示等 

避難準備情報 

避難勧告 

避難指示 

 

○既に浸水が始まっている 
○夜間で足元が良く見えないなど 
 
屋外に出るとかえって危険な場合 

屋内での待避等の安全確保措

置の指示＜市長又は区長が発令＞ 
 

○自宅の安全な場所 
○近隣の２階以上の場所等 
 

へ避難し、身の安全を確保 
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イ 気象業務法の改正に伴う気象等に関する新たな「特別警報」の運用開始 
 
① 特別警報発表時における本市の配備体制を新たに規定 

市域を対象とする特別警報が発表された場合、市長を本部長とする市災害対策本部を

設置し、職員の配備・動員等所要の措置をとることを規定 

② 市町村に義務付けられた「市民への周知の措置の実施」を規定 

特別警報が発表された場合、市はあらゆる手段をもって周知の措置を実施し、合わせ

て「直ちに命を守る」行動をとるよう広報を行うことを規定 

 

 

  ウ 水防法の改正に伴う浸水想定区域内における事業者の浸水防止等の取組強化 
 

① 区から洪水予報等を伝達する事業所等に地下街等、要援護者施設のほか、大規模工

場等を追加 

・ 大規模工場等の用途・規模は条例で規定 

    ・ 条例の規模等に該当する事業所等は大規模工場として申出ることが可能 

    ・ 申出を行った事業所等に対しては、防災計画に名称及び所在地を定め、区から洪水

予報等を直接伝達することを規定 

② 浸水防止計画等の作成、訓練実施及び自衛水防組織の設置を事業者等の措置事項と

して追加 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

※アンダーラインが今回追加されるもの 

 

・ 上記の措置事項に加え、各事業者が計画の作成・変更及び自営水防組織の設置・変

更を行った場合は、市に報告を実施することを規定 

・ 市は事業所等の取組に対し、必要な指導等を実施することを規定 

・ 地下街等の所有者等が計画を作成しない場合、必要な指示を行うこと及び指示に従

わない場合はその旨を公表できる旨を規定 

 

  

 地下街等 災害時要援護者施設 
大規模工場等 

(申出のあった施設のみ) 

事業所の措置の実施 義務 努力義務 努力義務 

事業所の措置内容 

･避難確保計画の作成 

･浸水防止計画の作成 

･訓練の実施 

･自衛水防組織の設置 

･避難確保計画の作成 

･訓練の実施 

･自衛水防組織の設置 

･浸水防止計画の作成 

･訓練の実施 

･自衛水防組織の設置 

市の実施する措置 洪水予報等の伝達 洪水予報等の伝達 洪水予報等の伝達 
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エ 火山災害対策の新設 

  国の「広域的な火山防災対策に係る検討会」などにおいて、国や自治体が実施すべき事

項などについて提言が示され、また、本市においても、富士山等で大規模な噴火が発生し

た場合は、火山灰による大きな影響が発生することが予想されることから、防災計画へ新

たに位置付けました。 

※「風水害対策編」に火山災害対策を規定することから、計画名称を、「風水害等対策編」

に変更 

 

   (ｱ) 想定する火山噴火及び主な影響 
 

① 富士山の大規模噴火（1707年宝永噴火をモデル）を想定 

・本市には火山灰の到達が予測 

・国等が策定した「富士山火山防災マップ」によると、本市域内の火山灰の層厚は、

10㎝前後 

・本市全体の降灰量は、約 5,800万㎥ 

② 多量の降灰により、都市基盤等を中心に大きな影響が発生 

・道路や線路への堆積による交通機関の運行停止や道路の通行止 

・眼や喉の痛みなど健康への影響 

・上下水道施設における水質変化や管路のつまり 

・電柱等の漏電による停電(湿った火山灰は導電性があるため)  など 

 
   (ｲ) 計画に定める対策 

 

① 噴火や降灰状況等を基準とした災害対策本部等の体制 

降灰状況や関係機関等からの情報(噴火警戒レベル、降灰予報等)等を総合的に勘案

して、市本部等を設置 

② 道路、鉄道、上下水道等の円滑な復旧に向けた対策 

  早期の市民生活復旧等のため、各施設管理者による事前及び事後の降灰対策を規定 

③ 火山灰の除去･収集･運搬･処分等の実施 

  ・宅地からの排出方法、集積場所、運搬手段、処分方法等について規定 

  ・仮置き場として、空地・未利用地を利用すること、国等と連携した最終的な処分

場の確保などについて規定 

④ 建物・施設等における降灰への対応 

所有者・管理者等が除灰を実施 など 

⑤ 火山災害への備え等についての広報・啓発の実施 

火山灰の影響、除灰方法、ライフライン停止等に備えた備蓄、自動車の運転や外出

の自粛、マスク等保護具の活用など 

⑥ 関係事業者等との協定締結などの推進 
建設・道路関係事業者や他都市等との協定締結などを推進し、除灰のための資機材

や人員を確保 
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 (2) 「都市災害対策編」（放射性物質災害対策）の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 屋内退避・避難等の防護措置実施の基準・要領等の変更 

 

 

 

 

 

 

≪イメージ≫ 緊急時モニタリング等で一定の放射線が検出された場合 

現行 

計画 

 

新計画 
 

 

② 汚染スクリーニング(汚染検査)及び除染要領等の見直し 

  国からの指示に基づき、県等が実施する各種のスクリーニング、基準値を超えた場

合の除染、医療処置などへの支援及び実施等について、より明確に規定しました。 

 

 

 

 
 

③ 飲食物等の摂取制限を行う基準等の明確化 

  現行計画では、主に汚染飲食物の摂取制限に関する措置内容のみを定めています

が、国の基準、指示を踏まえ、地域生産物の摂取を制限する区域の特定や放射性物質

検査の結果等に基づく飲食物の品目ごとの摂取制限等を実施することを新たに規定

しました。 

 

 

 

 
 
          ※アンダーライン部分が今回追加するもの 

 

④ 災害復旧対策(中長期的な対策)の充実 

汚染地域の除染や被災者等への支援など、中長期的な災害復旧を行うに当たり、災

害を発生させた原子力事業者が除染等のため必要な措置を行う義務があることや、被

ばくによる健康影響に加え、長期間の避難等による心身の影響も含めた健康評価を必

要に応じて実施することなどを新たに規定しました。 

 

≪現行計画≫ 

屋外に居続け、何らの措置も講じな

ければ受けると予測される線量を

実効線量※で判断 

※実効線量：人体が放射線を受けたときの影

響を考慮して算出する放射線量 

≪新計画≫ 

 

国等の緊急時モニタリングの結果などを踏まえた

空間放射線量率※で判断 

※空間放射線量率：空間に存在する放射線の単位時間あたりの量 

 
事故発生 
(放射線
検出) 

直ちに、 

避難等を判断 

事故の態様等から、人体へ
の影響等を計算・予測 

一定の影響があると判断され
る場合は、避難等を判断 

事故発生 

１日以内を目途に地域

生産物の摂取を制限す

る区域を特定 

（空間放射線量率 20

μSv/h 以上の区域） 

・１週間を目途に

放射性物質検査

等を行い、基準を

超える品目は摂

取制限を実施 

・数日以内に放射性物

質検査を行う区域を 

特定 

（空間放射線量率 0.5

μSv/h 以上の区域） 

≪現行計画≫ 

仮救護所において、スクリーニング

及び除染を実施 

≪新計画≫ 

◆事故の規模や国からの指示などを踏まえ実施 

◆主として、避難者を対象 

◆体表面汚染・甲状腺・物品スクリーニングを実施 
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(3) 各計画への「震災対策編」の修正内容の反映 

24年度、全面的な見直しを行った「震災対策編」の修正内容の反映も行いました。 

（自助・共助による防災力の強化促進、市災害対策本部の機能強化など） 

 

３ 今後の予定 

  市民及び関係機関等に対し修正内容等についての周知を進め、来年度（平成 26年４月１日）

から新計画の運用を開始する予定です。 

 

⑤ 本市放射線対策本部での活動内容の反映 

本市が実施した、大気中の放射線量測定のほか、小中学校、保育所及び幼稚園等の

校・園庭、公園、プール、市民利用施設等における放射線量測定や、水道水、農産物

等の放射性物質検査を実施について明確に規定しました。 

  また、雨水などにより、ごく局所的に空間放射線量が高まる「マイクロスポット」

への対応についても新たに規定しました。 



平成２５年度減災対策推進特別委員会報告書 構成案 

 
１ 付議事件 

減災及び防災対策の推進に関すること。 
 
２ 調査・研究テーマ 

自助・共助を進める公助の取り組みについて 
 

３ 調査・研究テーマ選定理由、委員会運営方法 

  平成２５年８月２日開催の委員会で決定 

東日本大震災を踏まえ、本市においては、被害想定の見直しやよこはま市民防災憲章の制

定、減災目標を盛り込んだ横浜市防災計画「震災対策編」の修正、減災目標のアクションプ

ランである横浜市地震防災戦略の策定など、発災時の被害を最小限に食いとめられるよう、

さまざまな取り組みが行われているところである。議会においても、「横浜市災害時におけ

る自助及び共助の推進に関する条例」が制定されるなど、減災を進めるに当たっての自助及

び共助の重要性、そしてこれを推進するための行政の役割が強く求められている。 

今年度の本委員会では、自助、共助、公助の役割を明確にした上で、地域における防災力

をより一層高める仕組みづくりや施設の整備など、本市減災目標の達成に必要な公助の役割

について、事例の検証、現地視察や専門家からの意見聴取などを行い、調査・研究を行う。 

 

４ 委員会活動の経緯 

  活動実績を記載 

 
５ 調査・研究テーマに関連する本市の取り組み 

  当局が行った事業概要説明を記載 

 
６ 参考人からの意見聴取 

  参考人の説明概要及び委員意見等を記載 
 

７ 委員意見概要 

  これまでの委員会における委員意見等を記載 
 

８ まとめ 

  委員意見等から導き出される本委員会のまとめを記載 

減災対策推進特別委員会資料 

平成 26 年２月 10 日（月） 
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